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株式会社JALJTA セールス 



貸 借 対 照 表 
（2023年  3月31日現在） 

株式会社 ＪＡＬ ＪＴＡセールス 

（単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※当期純損失40,009千円 

 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資産の部）

流動資産 

現金預金 

営業未収入金

商 品 

貯 蔵 品 

短期貸付金 

その他の流動資産

貸倒引当金 

固定資産 

有形固定資産

建物付属設備

工具器具備品 

 

無形固定資産

電話加入権 

ソフトウェア 

投資その他の資産

長期差入保証金

繰延税金資産 

長期貸付金

長期前払費用 

1,158,326 

69,314 

145,054 

17,196 

465 

869,977 

61,920 

▲ 5,600 

129,761 

10,013 

7,312 

2,701 

 

3,029 

2,265 

764 

116,720 

36,246 

62,547 

17,510 

417 

(負債の部）

流動負債 

営業未払金

未払金 

未払費用

前受金 

未払消費税

預り金 

未払法人税等 

固定負債 

退職給付引当金

預り保証金 

0 

219,481 

152,286 

1,429 

37,287 

4,704 

22,025 

1,290 

460 

190,655 

127,755 

62,900 

0 

負債合計 410,137 

(純資産の部） 

株主資本

資本金 

資本準備金 

利益剰余金 

利益準備金 

その他利益剰余金 

別途積立金 

繰越利益剰余金 

877,951 

30,000 

40,000 

807,951 

5,327 

802,623 

65,000 

737,623 

純資産合計 877,951 

資産合計 1,288,087 負債及び純資産合計 1,288,087 

 



重要な会計方針に係る事項に関する注記 

個別注記表 

（株）ＪＡＬ ＪＴＡセールス 

 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

（1） 棚卸資産の評価基準及び評価方法・・・・最終仕入原価法による原価法 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

（1） 有形固定資産の減価償却方法 

① 2007 年 3 月 31 日以前に取得したもの・・・・法人税法に規定する旧定率法 

ただし、1998 年 4 月 1 日以後取得の建物附属設備については法人税法に規定する旧定額法 

② 2007 年 4 月 1 日以降に取得したもの・・・・法人税法に規定する 250％定率法 

③ 2012 年 4 月 1 日以降に取得したもの・・・・法人税法に規定する 200％定率法 

④ 2016 年 4 月 1 日以降に取得したもの・・・・法人税法に規定する定額法（※1） 

（※1）法人税法の改正に伴い、2016 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属設備の減価償却

方法については、改正後の法人税法に基づく方法に変更した。なお、この変更による損益に

与える影響は軽微である。 

（2） 無形固定資産の減価償却方法……法人税法に規定する定額法 

 

3. 引当金の計上基準 

（1） 貸倒引当金 

一般債権の貸倒見積額として、相当額を計上している。 

（2） 退職給付引当金 

従業員の退職給付の支給に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき

当期末において発生していると認められる額を計上している。 

なお、退職金の一部については 2018 年 7 月 1 日に確定拠出年金制度へ移行し、当期末退職給

付引当金残高は、期末退職金要支給額から確定拠出年金相当分を差し引いている。 

 

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要事項 

（1） リース取引の処理方法 

「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」を適用して

いる。 

（2） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜方式としている。 

（3） 税効果会計の適用 

法人税、住民税および事業税について税効果会計を適用している。 

（4） 収益の認識については、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準委員会 企業会計基

準第 29 号）に従う。これによる事業年度における収支への影響は軽微である。 



税 効 果 会 計 に 関 す る 注 記 

 
1. 当期末における発行済株式数は  600 株であり、 前期末からの増減はない。 

 

2. 当期末において自己株式は保有していない。  

 

3. 配当に関する事項 

（1）当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

無配のため該当事項はありません。 

 

(2) 当事業年度末日以降に行う剰余金の配当に関する事項 

2023 年 3 月 31 日基準日の配当金については、予定しておりません。 

 

1. 繰延税金資産の発生原因別内訳  

繰越欠損金 99 , 980 千円  

退職給付引当金限度超過額 43 , 117 千円  

賞与引当額 3 , 561 千円  

その他 2 , 620 千円  

繰延税金資産  小計    149 , 280 千円 

評価性引当額 △ 86 , 733 千円 

繰延税金資産  合計    62 , 546 千円  

 

2.  繰延税金資産の回収可能性を慎重に検討した結果、 回収が見込めない部分について

取崩すこととし、 47,276,371 円を法人税等調整額として計上している。   

 

以上 

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 に 関 す る 注 記 


